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新たな事業を開始する又は開始して間もない方を対象に、斬新なビジネスプランを募集しコンペを行い、地域経済の将来を担う革新的ベン
チャー企業の創出及び育成を図ります。香川を元気にするビジネスモデルのご応募をお待ちしております。

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況等に応じ、開催形態やスケジュール等の変更、開催規模の縮小等を行う場合があります。

募集期間
最終選考（公開プレゼンテーション）及び表彰式

令和２年９月25日（金）～11月５日（木）

日　時 令和２年８月28日（金）、９月４日（金）、11日（金）、18日（金）、25日（金）
場　所 香川産業頭脳化センタービル２階 一般研修室（高松市林町2217-15）

令和３年２月５日（金）予定
開催場所 かがわ国際会議場（高松シンボルタワー タワー棟６階）
対 象 者 次に掲げる要件の全てに該当する者

●独創的なビジネスプランを有し、令和４年３月31日ま
でに香川県内で創業若しくは設立する予定又は令
和３年４月１日現在で創業若しくは設立が５年未満で
ある中小企業者（会社又は個人）、一般財団法人、
一般社団法人、若しくは特定非営利活動法人
●一般財団法人、一般社団法人若しくは特定非営利
活動法人にあっては、中小企業者の振興に資する
事業を行うものであって、中小企業者と連携して事
業を行うもの又は中小企業者を支援する事業を行う
ために中小企業者が主体となって設立するものであ
ること
●大企業からの出資が50％以上でなく、かつ、実質的
な経営の参画がないこと

応募方法 応募シート（下記URLアドレスからダウンロード）を作成し、
事務局へ提出
http://www.kagawa-isf.jp/sien/kensyou/newbusiness/

表　彰 最優秀賞１件、優秀賞２件
（受賞者には表彰状及び楯を贈呈）

受賞者の特典 ●最大２００万円の助成金（最優秀賞のみ）
●財団のインキュベート工房に入居する場合、賃借料
を１年間（最長１年間の更新可能）無料提供（最優
秀賞のみ）
●コーディネーターによる支援（経営・技術開発・販路開
拓等の経営課題に対する支援）
●県内金融機関による支援
●公開プレゼンテーションを通じたベンチャーキャピタル
等へのPR

審査方法 書類選考を経た後、最終選考進出者による発表会を
開催し、審査委員による審査で受賞者を決定

「かがわビジネスモデル･チャレンジコンペ2020」応募者を募集します

公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部 企業支援課
高松市林町2217-15　TEL.087-840-0391　FAX.087-869-3710お問い合わせ先

公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部 企業支援課
高松市林町2217-15　TEL.087-840-0391　FAX.087-869-3710お問い合わせ先

公益財団法人かがわ産業支援財団では、香川県からの補助を受け、県内での創業を支援する「かがわ創
業塾」を毎年開催しており、令和2年度の「かがわ創業塾」については８月28日から開講しました。
「かがわ創業塾」では、創業に必要な知識やノウハウを、講義を通じて体系的に習得しながら、先輩創業者
と交流し、創業計画書を実際に作成していくカリキュラムを組むことで、創業したい方の夢が形になるよう応援
します。講師は、中小企業の経営相談に対応している経営・マーケティング等の専門家等であり、相談事例も
交えた実践的な講義を行っています。そして、塾開催中だけでなく、終了後もこれらの専門家等が無料で相談
に対応するなど、創業に向けて当財団が万全のサポートをしていきます。ご興味のある方は、ぜひ一度お問い
合わせください。

受講者は、原則として、５日間すべて受講していただき、５日間すべて受講いただいた方には修了証を発行し
ます。この証は香川県の「起業等スタートアップ支援補助金」における補助対象要件にできます。

令和２年度「かがわ創業塾」が開講しました
かがわ産業支援財団が創業者の夢を開業までサポート

平成２７年から開催している「かがわ創業塾」も、今年で６年目を迎えています。過去５年間で２３５名の方に
受講いただき、１３２名の方が修了され、実際に６０名の方が創業されています。

【これまでの開催状況について】

【令和２年度のかがわ創業塾について】

●１年目（H２７年） 夏季 受講者数２３名 修了者数１１名（全５回出席） 創業者  ６名
●１年目（H２７年） 秋季 受講者数３３名 修了者数１９名（全５回出席） 創業者  ３名
●２年目（H２８年）  受講者数３４名 修了者数２４名（全５回出席） 創業者１１名
●３年目（H２９年）  受講者数５３名 修了者数３２名（全５回出席） 創業者  ９名
●４年目（H３０年）  受講者数３４名 修了者数１８名（全５回出席） 創業者１４名
●５年目（R元年）  受講者数５８名 修了者数２８名（全５回出席） 創業者１７名
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わが国製造業の国際競争力強化と新たな事業の創出を目指し、中小企業・小規模事業者によるものづくり基盤技術（１２技術分野）の向
上につながる研究開発、その事業化に向けた取組を支援することを目的とし、製品化につながる可能性の高い研究開発、試作品開発等及び
販路開拓への取組を一貫して支援するものです。
※ものづくり基盤技術（1２技術分野）：デザイン開発技術／情報処理技術／精密加工技術／製造環境技術／接合・実装技術／立体造形技術／
　表面処理技術／機械制御技術／複合・新機能材料技術／材料製造プロセス技術／バイオ技術／測定計測技術

本事業は、通常毎年１月～４月頃に公募が行われます。高度な技術開発を前提とし、新規性や具体的な効果等が厳密に審査されるため、
採択されるには事業計画の作成等に十分な準備を必要とします。当財団では常時相談に応じています。本事業への申請を検討されている企
業・大学・公設試験研究機関の方は、お早めにご連絡ください。

本事業の令和２年度公募要領では次のとおりでした。

今年度は１月３１日～４月２４日まで公募が実施され、当財団からは申請した２件が採択されました。全国では、３２６件の申請があった中から
１０２件（四国は３件）が採択されました。

令和２年度戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）に２事業が採択
～財団と㈱伏見製薬所がヒト皮膚マイクロバイオームのバランス維持による悪玉菌の活性抑制型皮膚用剤の高精度生産技術を共同開発～
～財団と㈱レクザムが次世代半導体プロセスに対応可能な超臨界技術を用いたウエハ乾燥技術を共同開発～

【採択案件】

公益財団法人かがわ産業支援財団 技術振興部 産学官連携推進課
高松市林町2217-16 FROM香川1F　TEL.087-840-0338　FAX.087-864-6303お問い合わせ先

研究テーマ 内容

ヒト皮膚マイクロバイ
オームのバランス維持
による悪玉菌の活性抑
制型皮膚用剤の高精度
生産技術の開発

ヒトに安全でヒトの皮膚に常在する菌群である細菌叢（マイクロバイオーム）の
バランスを壊さずに目的の菌の生育のみを抑制する全く新しいタイプのメチル
-L-ソルボシドの誘導体である各種アルキル-L-ソルボシドを用いた、ニキビおよび
加齢臭の悪化要因菌等の生育抑制と皮膚細菌叢のバランス維持の両立を可能
とする次世代型皮膚用剤の高精度生産技術の開発を行う。

実施体制

（公財）かがわ産業支援財団
株式会社伏見製薬所
国立大学法人九州大学
国立大学法人香川大学

基盤技術

材料製造
プロセス

次世代半導体プロセス
に対応可能な超臨界技
術を用いたウエハ乾燥
技術の開発

AI・IoT時代を迎え、半導体集積回路の超微細化が進むなか、従来の乾燥法で
は溶媒の表面張力により線幅の狭いパターンが倒壊するという問題が顕在化し
てきた。このため、表面張力が小さい超臨界二酸化炭素流体による高精度なウ
エハの乾燥法を開発する。乾燥速度の向上とコンタミ低減技術を開発し、産総
研の評価技術を活用して、次世代のEUV露光装置を用いる300mmウエハ量
産ラインに組み込み可能な仕様を目指す。

（公財）かがわ産業支援財団
株式会社レクザム
国立研究開発法人産業技術
総合研究所

材料製造
プロセス

戦略的基盤技術高度化支援事業とは

次年度以降の申請の相談について

事業スキーム図

令和２年度事業に採択！

補助事業期間 ２年度又は３年度

補助金額
（上限額）

補助率

１事業あたり　単年度4,500万円以下
２年度の合計で7,500万円以下
３年度の合計で9,750万円以下

２／３以内

申請要件 「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」に関する研究開発であり、中小企業者を含む共同体を構成すること。

申請までの手順

申請後～交付決定までの流れ

1 研究内容が公募要件に合致しているか相談
2 共同体の構成
3 事業計画書等の作成
4 事業計画書等の内容精査
5 事業計画書等の提出
必要期間：3ヶ月～4ヶ月（長くとった方が良い）

1 採択審査委員会による書面審査
2 経済産業局によるヒアリング審査
3 審査結果の通知
4 交付申請書の作成
5 交付決定→研究スタート
必要期間：2ヶ月程度

ＰＬ：総括研究代表者
ＳＬ：副総括研究代表者
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補助事業の各種手続き

追跡調査
事業化状況報告
中間評価、最終評価

採択通知
申　　請
公　　募

研究等実施
機関

中小企業

大学 公設試験
研究機関
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